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背景と目的 

 背景 
 我が国の人工林は利用可能な林齢の森林面積が増加し
ている 

→しかしながら現状では需給量は減少し、さらに国内の
林業生産活動も停滞している。 

→伐採、植栽、保育のサイクルを円滑に循環させ、CO2

吸収源である森林資源の育成を図る必要がある。 

 目的 
 永続的な社会構築を目指すという広い視点に立ち、木質バ 
イオマスの利活用について検討する。  
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WGの編成 

脱炭素社会の実現に向けて建築が木質バイオマス資源のエネルギー
利用に対してどう取り組むべきかについての提言をとりまとめる上での
基礎資料を作成することを目的としている。そのために、3WGを設置し、
委員会で各WGの調整を行った。 
  
①木質バイオマスの総量把握とマテリアルフローを検討するために 
「マテリアル利用・再生ワーキンググループ」 
を設置した。 
 
②木質バイオマスのエネルギーとしての利用を検討をするために 
「バイオマスエネルギー利活用ワーキンググループ」 
を設置した。 
 
③木質バイオマスの建築用材としての利用、木質バイオマスを主体と
した環境配慮都市を検討するために 
「建物地域システム検討ワーキンググループ」 
を設置した。 
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WGの成果 

①マテリアル利用・再生ワーキンググループ 
②バイオマスエネルギー利活用ワーキンググループ 

• 建築に関係する木材のマテリアルフローの作成を目指
した情報収集とデータ整理 

• 建築に関係する木材による炭素固定や炭素授受につ
いて関連情報の収集と整理 

• 数種類のシナリオを設定しマテリアルと炭素のフローの
整理 

 
③建物地域システム検討ワーキンググループ 

• 環境モデル都市など木質バイオマスを利用した地域の
事例調査  
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活動内容 
2008年度 
 委員会開催回数：6回 
 WG開催回数：3回 
 招待講演：林建共働による林業改革について 
        米田雅子先生(慶応義塾大学・教授) 
 
2009年度 
 委員会開催回数：5回 
 WG開催回数：5回 
 拡大委員会：◆日本におけるカーボンフットプリントの現状                
           服部先生（東京農工大学） 
          ◆カナダ産木質構造材のカーボンフットプリント 
         ジェミー・メイル氏（アシーナ・インスティチュート） 
          ◆ブリティッシュ・コロンビア州の持続可能な森林管理 
            コリーン・スタブネス 
           （カナダ・ブリティッシュコロンビア州林産業革新投資  
            公社） 
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WGの検討内容 
 ①マテリアル利用・再生ワーキンググループ、 

 ②バイオマスエネルギー利活用ワーキンググループ 
・森林から建築につながる森林資源のフローを物質の流れと炭素の収支という視点で整理する      
・基本的な数値で現状把握されていないものについてデータを蓄積する。 
・地域のモデル事業などの事例を調査する。 

森林における 
木質バイオマスの生産・蓄積 

建築における 
木質バイオマスの利用・蓄積 

間伐材・廃材の利用による 
木質バイオマスの蓄積 

災害による炭素蓄積減少 

木造建築物の新設による
炭素蓄積 

木造建築物の除却による
炭素排出 

国内の森林面積（樹木材
積）推移 

材料利用による炭素蓄積 

国外の森林面積（樹木材
積）推移 
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木材の需給（平成18年） 
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建築に関わる木関連のマテフロ（全国版） 

木質バイオマス
の生産・蓄積 

建物資材・建築物 

発電・熱利用 木くず発電・熱利用 
エネルギー利用 

他産業の木くず 

建物解体等 

他産業の木（又は紙）製品 

木くずMR 

他産業の 
発電・熱利用 

・素材生産量<森> 
 2904万㎥ 
 国産輸入内訳 
 →国内1617万㎥ 
 →海外1288万㎥ 
 用途別内訳 
 →製材用2054万㎥ 
 →合板用463万㎥ 
 →チップ用387万㎥ 
  （<木>227.6万トン） 

＊データの主な出所＊  <木>木材需給報告書、農林水産省、<森>：森林・林業統計要覧
2007、<バ>バイオマス賦存量及び利用可能量の全国市町村別追加推計とマッピングデー
タの公開に関する調査（NEDO平成19年3月）、<資>AIJ地球環境委員会資源利用戦略小
委員会資料、<AIJ>建物のLCA指針、AIJ、<小>小林ら、建築廃棄物処理の現状分析と環
境負荷削減の可能性、AIJ環境系論文集、pp.97-104、2009.1、<伊>伊香賀ら、住宅のエネ
ルギー消費量とCO2排出量の都道府県別マクロシミュレーション手法の開発、日本建築学
会技術報告集、pp.263-268、2005.12  

<伊>住宅の暖房需要（2000年度推計） 
 合計 583751TJ（木換算3742万トン） 
 →電力 94436TJ（木換算605万トン） 
 →都市ガス 3463TJ（木換算286万トン） 
 →LPG 3463TJ（木換算22万トン） 
 →灯油 441250TJ（木換算2829万トン） 

・施工端材 
 <バ>123.5万トン 
 <資>345万㎥ 

・建設発生木材 
 <資>964万㎥ 
 <バ>400.7万トン（解体分） 
・建築起因木くず 
 <小>273万トン 
 →木くず247万、混廃26万トン 

・素材以外のチップ生産量 
 →工場残材 <木> 227.5万トン 
 →解体材・廃材 <木> 174万トン 

・製材残材 
 <バ>1036.1万トン 
 （含建築以外） 

・林地残材<バ>  161万トン 
・未利用間伐材<バ>  174万トン 

・建築としての素材利用<資> 
 2281万㎥ 
・建築での利用<AIJ> 
 合計 推1316.6万トン 
 →製材 推1000.8万トン 
 →合板 推122.4万トン 
 →他 推193.4万トン 

注記：  本図は複数の資料をもとにデータ
を整備している。異なった出所間の数値に
極端に大きな違いはないが、完全に一致し
ていない部分がある。複数の出処のデータ
がある場合は参考として両方記載した。 
 木のエネルギーは15.6GJ/tonとして計算。 

他産業の 
発電・熱利用 

・木材工業残材（製
造時） 
・木くず 

・建築木くずMR時残渣<小> 
 5万トン？（新解合計）（焼却灰） 

・建築木くずMR（PB）<小> 
 30万トン？（新解合計） 

・建築木くずMR（紙）<小> 
 32万トン？（新解合計） 

・建築木くずTR<小> 
 86万トン？（新解合計） 

発 

発 

発 

消 

消 

発 
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建築に関わる木関連のマテフロ（全国） 
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林地残材等（建築） 林地残材等（他） 製材所端材

新築廃棄物 解体廃棄物 製材

合板 建設用木製品 木製家具・装備品

木製建具 民生エネ 合計

発生 

消費 

合板 

製材 

製材所 
端材 

林地未利用 

解体材 
新築 

発生と消費（利用）の関係 林地残材・未利用間伐材の活用可能性 

ボード等：○ 
合板：× 

製材：× 

林地・未利用：全量 

製材所端材<需> 
：227.5万トン×19.3％ 

新築端材<需> 
：182万トン×19.3％ 

解体材<需> 
：128.2万トン×19.3％ 

<需>は木材需給報告書のチップ
生産量データより。19.3%はチッ
プのうち建築分野への投入率。 
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この試算の結果 
だと270万トン位 

使途がない 

万トン 
建設用木製品 

林地未利用 

林地未利用 
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評価の枠組みに関する資産 

炭素固定 炭素固定 
燃料代替 

素材生産の 
CO2排出 

焼却に伴う 
CO2排出 

処理に伴う 
CO2排出 

原木 
素材の生産等 

焼却処分 

リサイクル 

直接埋立 

CH4発酵 
（CO2換算） 

 建物内のエネルギー利用評価を行う場合は燃焼に伴う
炭素放出と化石燃料代替による炭素固定効果を考慮？ 

炭素固定 
マテ代替 

炭素固定 
他産業受入 

1.83 
（炭素分） 

1.83 
（炭素分） 

1.05 
（軽油） 

炭素固定 
建材代替 

製材0.041 
合板0.104 

製材0.041 
合板0.104 

0.035 
（埋立？） 

0.119 
（焼却分） 

チップ化0.0291 
RDF化0.1006 

0.035 
（埋立？） 

 他産業からの受入
はどこで線引きする
かが大きな問題！ 

焼却に伴う 
CO2排出 

炭素固定 
燃料代替 
1.05（軽油） 1.83（炭素分） 

 他産業へのリサは
どこで線引きするか
が大きな問題！ 

木材1kg 

 炭素の固定は定
常的に固定される場
合にカウント？ 

数字は目安です。
Unit : kg-CO2/kg 

誰のための評価？ 
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炭素フロー（炭素の固定効果）に関する試算 
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林地残材等活用時の 
炭素（CO2換算）固定効果 

建築における 
木の炭素（CO2換算）固定効果 
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木製建具 
木製家具 
・装備品 
建設用木
製品 
合板 

製材 

素材の加
工等 

木くず焼
却・埋立 

木製建具 
木製家具 
・装備品 
建設用木
製品 
合板 

製材 

素材の加
工等 

木くず焼
却・埋立 

林地残材
の活用 

総固定量（固定－放出） 総固定量（固定－放出） 
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輸入木材のLCAデータベースの構築 
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CO2 排出量[t-CO2] 
(木材1トンあたり) 

北米材 欧州材 南洋材 ロシア材 NZ材 チリ材 

製材 

合板 

船舶輸送 
陸上輸送 
製材加工・乾燥 
森林施業 

接着剤等 
誘発排出量 

①森林施業 

森林 製材、合板 

②製材加工・乾燥 ④船舶輸送 ③陸上輸送 

素材 
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梼原町におけるCO2収支の予測 

高知県梼原町 

愛媛県 
徳島県 

香川県 

10000 
0 

-10000 

-20000 

-30000 

-40000 

-50000 

-60000 

-70000 

-80000 

森林 
92％ その他 

8％ 天然林 

人工林 62％ 

38％ 

BAU 
対策ケースA 

対策ケースB 

BAU: Business As Usual 

対策ケースA:  
 BAU+間伐180ha/年 

対策ケースB:  
 BAU+主伐180ha/年 
 （翌年に同面積に植林） 

BAU:  
 2005年までの森林施業の継続 

吸収量 

排出量 

1990  2000    05      10      20      30      40      50 [年] 

CO2収支の予測結果 [t-CO2/年] 設定シナリオ 
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建築 環境 
リユース 

リサイクル 
環境配慮型
技術導入 

省エネ 

環境に優しい材料の選択 

環境に優しい材料の選択 

木材 
リサイクル材 

リユース材 
木材の意義 

資源循環性 

建材の選択肢 

日本の木材自給率２０％ 

要因：コスト高、不安定供給 など 

既往研究 
流通システム 
生産体制など 

解決策 

建築として持つべき性
能を維持した 

設計行為 

長寿命化 

環境へ寄与 

解決策 

国産材の利用
促進 

木造軸組構法 

研究目的：具体的には、木造
住宅設計方法を、国産材、地
域材、外材を含め、地域性と一
棟当たりの木材使用量・使い
方のパターンを設計行為が及
ぶ範囲で複数想定し、ＬＣＡに
よる定量的な評価を行い、また
設計業務の関係者にヒアリン
グを行うことで、課題を抽出し、
環境に寄与する設計行為の提
案を行うことを目的とする。 

WGの検討内容 
③建物地域システム検討ワーキンググループ 
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木造住宅の生産段階におけるCO₂排出量の計算 
（秋田県での調査より） 

表 3.3 生産段階の 4 事例の計算結果 

伐採 輸送ア
製材＋
乾燥

輸送イ 再加工 輸送ウ 施工 合計

地産地消型 事例A 22 7 111 3 8 20 9 180
一般流通型 事例J 22 6 123 25 11 2 7 196

事例M 4 5 39 94 47 7 17 213
事例S 4 16 39 86 16 2 39 202

輸入型

単位：kg-CO2/m^3

  

 
 

22
7

111

3 8
20

9

180

22
6

123

25
11

2 7

196

4 5

39

94

47

7
17

213

4
16

39

86

16
2

39

202

0

50

100

150

200

250

伐採 輸送ア 製材＋乾燥 輸送イ 再加工 輸送ウ 施工 合計

kg
-
C

O
2
/
m

^3

地産地消型 事例A 一般流通型 事例J 輸入型 事例M 輸入型 事例S
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カスケード利用

地産地消促進

製材端材発生

林地残材

エネルギー利用

地域振興

木質バイオマス利用 

地域によって様々な目的、問題 

地域ごとに資源循環フローをとらえ、分析、比較 

より効果を上げることのできる方策を考察 

その中でも建築廃材・解体材を有効利用を重視 

木質系建材のカスケード利用の地域間比較 
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まとめ 今後の課題 

 林業生産活動の健全化及び森林によるCO2吸収を考慮した建築用

木材供給量の確保を目標に定めた、利活用計画を木材の利用者側、
建築側の視点から検討し以下のことを明らかにした。 
 
1. 木材資源の総量、供給量や利用後の再利用などのマテリアルフ

ローの概要 
2. 地域や建築への木質バイオマス資源の活用状況など 
 
 一方、製品のカーボンフットプリントが注目されている中で、今後、木
材の炭素固定や利活用に対する建築学会としての共通の認識を持つ
必要があることから今後の課題を以下に示す。 
①木材資源の適切な需要と供給に関する検討 
②未使用・使用後調達部材の利用・再利用、構工法に関する検討 
③利活用に向けた社会システムに関する検討 
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